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回答者の事業形態

• 前回とほぼ同数の1096件の回答があった。また、今回より外国語ガイドのカテゴリーを追加した（過去はその他に区分）。
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第4回(N=1,107) 第5回(N=1,096)（単位：実数/%）

Q1:あなたが所属する組織・団体の種別を教えてください。（単一回答）

【事業形態】

2

外国語ガイド

111
(10％)

※外国語ガイドは今回よりカテゴリーに追加
※その他は「その他非営利活動法人」、「その他営利活動法人」、「その他」の合計



https://www.jata-net.or.jp

Copyright 2026 JATA  All right reserved

回答者の勤務地／回答者の営業拠点について

（単位：%）

Q２:現在、勤務地の所在する都道府県を教えてください。（単一回答）
Q３:あなたが担当する業務において、貴組織・団体の営業拠点のある都道府県名をすべて教えてください。（複数選択可能）

【勤務地（N＝1,096）】
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第4回（N=1,107）

第5回（N=1,096）

【回答者の営業拠点】 （単位：%）

3

共に複数回答

※回答者の勤務地情報は今回より追加
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2025年におけるインバウンドの受入延べ数

• 2025年における受入延べ人数は10万人未満の回答が６５％を占めており２０２４年と大きな変化はないが、1万人以上～10万人
未満の比率が増えていることや、取扱なしの比率が減っていることからインバウンド受入は広がっていると推測される。

Q5:あなたが所属する組織・団体・地域における、2025年（1月～12月）おけるインバウンド観光客の受入のべ人数（地域への訪問人数）について教えてください。（単一回答）

【インバウンドの受入延べ数（年間）】
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1,000,000人以上
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10,000人以上～100,000人未満

1,000人以上～10,000人未満

100人以上～1,000人未満

10人以上～100人未満

1人以上～10人未満

取扱なし（受入していない）

4

第5回（n=957)

第4回（n=956)

10万人未満
2024年 67％
2025年 65％

※不明（計測していない）を除いた回答を母数として算出
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現在インバウンドの受入がない事業者のインバウンド受入意向／インバウンド受入課題

• 「今後も受入の予定がない」の回答が48％と前回の19％より大幅に増加しているが、前項の設問において「取扱なし」が減少して
いる点を考慮すると、インバウンド受入に意欲のある事業者はすでに参入済みである可能性が高いと推測される。

• インバウンド参入の障壁については「人手不足・人材不足」が最大であり前回よりも比率が増えている。

Q6:将来、インバウンド観光客を受け入れたいとお考えですか。（単一回答）
Q7:（Q5で「取扱なし（受入していない）」を選択した方のみが回答対象） インバウンド受入の予定がない場合はその理由を、受け入れたいと思う場合は課題について教えてください（複数選択可能）

【インバウンド受入意向】
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人手不足や人材不足

インバウンドを受入れる余裕がない

多言語インフラ整備が不十分
（パンフレット、WEB、契約書等の多言語化）

外国語対応スタッフの雇用

インバウンド対応への投資資金が不足

電子決済対応（キャッシュレス化）の遅れ

オーバーツーリズム(混雑感、
ポイ捨て、渋滞、騒音、地域住民への配慮等)

食事対応（ハラル・ビーガン・アレルギー対応等）

地域住民の感情への配慮

サステナビリティ・SDGsへの取組
（LGBTQ・バリアフリー等の多様性への対応を含む）

その他

第4回（n=199） 第5回（n=121）

【インバウンド受入課題】
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16%
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48%

1%第4回（n=199）

第5回（n=121）

受け入れたいと思う

受け入れたいと思っているが、課題があると感じている

分からない

今後も受入の予定はない

未回答

その他（自由記述）より一部抜粋
• 需要そのものが少ない
• 問合せ機会がない
• 料金体系が不透明
• 事業戦略による決定 等

5
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2025年インバウンド受入状況（前年比）

• 「人数ベース」によるインバウンド受入の前年比較では「前年とほぼ同じ」が前回より8ポイント上昇。また、89％未満の合計が25％
⇒30％、110％以上の合計が46％⇒33％となり、2024年時の調査より減速傾向にある。

• 今回より設問に加えた「売上・取扱額」は「人数ベース」とほぼ同様の傾向を示している。

Q8:現在のインバウンド観光客数の受入状況について、前年比の人数ベース（もしくは稼働率）と売上（もしくは取扱額）で教えてください。（それぞれ単一回答）

【人数ベースもしくは稼働率】
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【売上もしくは取扱額】

70％未満

70%～89%

90%～109%（前年とほぼ同等）
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6

第4回（n=719) 第5回（n=817) 第5回（n=789)

※不明（計測していない）を除いた回答を母数として算出
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2025年観光客（全体並びにインバウンド）の受入状況（前年比）

• 観光客の受入状況は全体（国内旅行を含む）とインバウンドの前年比較においては全体がほぼ前回並みであることからもインバウ
ンドの減速傾向が明らか。

• しかしながら110％以上の比率は全体が28％である一方でインバウンドは33％と観光全体を超える伸び率を示している。

Q9:現在の国内旅行を含む観光客数の受入状況について、前年比の人数ベース（もしくは稼働率）で教えてください。（単一回答）

【全体（含む国内旅行）】
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7

【インバウンド）】

Q8:現在のインバウンド観光客数の受入状況について、前年比の人数ベース（もしくは稼働率）と売上（もしくは取扱額）で教えてください。（それぞれ単一回答）
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90%～109%（前年とほぼ同等）

第4回（n=719) 第5回（n=817) 第4回（n=726) 第5回（n=804)

※不明（計測していない）を除いた回答を母数として算出
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インバウンドの受入時期

• インバウンド観光客の受入時期については「春季」「秋季」が50％を超え、前回調査よりも増加した。特定時期への集中がより進ん
だ結果となった。

Q10:特にインバウンドの多い（多くなると想定される）時期はいつになりますか？（複数選択可能）

【インバウンド観光客の多い時期】
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春季（桜のシーズン・イースター）

秋季（紅葉のシーズン）

春節期間（毎年概ね1月末～2月）

スキーシーズン

オールシーズン

夏休み期間（7月後半～8月末）

その他

特に目立って混んでいる時期はない

第4回（n=908） 第5回（n=975）

その他（自由記述）より一部抜粋
• 地域イベント（花火、まつり等）・スポーツ大会開催時
• 冬のライトアップ実施時期
• 海外のスクールホリデー時期 等

8
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インバウンドの旅行スタイル

• インバウンド旅行客のスタイルとしては個人・団体レジャーがともに70％でほぼ前回同様の結果となった。

• 団体ビジネス、MICE、学生旅行・教育旅行は前回調査より増加しており多様な受入が進んでいると推測される。

Q11:受け入れている（受け入れる予定の）インバウンドの旅行スタイルについてお選びください。（複数選択可能）

【インバウンド旅行客の旅行スタイル】
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団体ビジネス（視察、交流団体等）

MICE（企業インセンティブ・国際会議・見本市等）

学生団体・教育旅行

個人ビジネス

スポーツ団体

農泊※

その他

わからない

第4回（n=908）

第5回（n=975）

※農泊とは農山漁村地域に宿泊し、滞在中に豊かな地域資源を活用した食事や体験等を楽しむことを指す。
9
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国・地域別のインバウンド受入状況（現在・将来）

• 現在においては台湾が最大の市場であり北米、欧州が続いている。

• 将来においては欧州、北米、東南アジアの期待が高いが「特にない（国・地域を問わない）」が39％と、重点市場を設けず広く受け入
れる傾向も高い。

Q12:現在、インバウンドの受入が多いのはどの国・地域ですか？（複数選択可能）
Q13:今後、新しくインバウンドの受入強化を予定している国・地域はありますか？（複数選択可能）

【インバウンドの受入状況】
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10
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国・地域別のインバウンド受入状況の時系列変化（アジア・オセアニア）

• インバウンド受入状況の時系列変化では中国が前回調査より20ポイント下がっており、影響の大きさがうかがえる。

• 将来については東南アジア、オセアニアへの期待が前回より高まっており、東アジアを超える期待が寄せられている。

Q12:現在、インバウンドの受入が多いのはどの国・地域ですか？（複数選択可能）
Q13:今後、新しくインバウンドの受入強化を予定している国・地域はありますか？（複数選択可能）
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第4回（n=908） 第5回（n=975）

11



https://www.jata-net.or.jp

Copyright 2026 JATA  All right reserved

• 欧米・その他地域については北米、欧州が前回よりも現在・将来ともに顕著に増加している。

Q12:現在、インバウンドの受入が多いのはどの国・地域ですか？（複数選択可能）
Q13:今後、新しくインバウンドの受入強化を予定している国・地域はありますか？（複数選択可能）
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第4回（n=908） 第5回（n=975）

北米

中南米

欧州（ロシア語圏除く）

中東

ロシア語圏

アフリカ

その他
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12

国・地域別のインバウンド受入状況の時系列変化（欧米・その他）
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インバウンドの予約チャネル

• インバウンドの予約チャネルについては旅行会社（日本・海外）がそれぞれ前回よりも比率が高くなっているが、全体的に前回より
も比率が上がっており多様なチャネル経由での予約が進んでいると推測される。

• 業種別で上位チャネルを比較すると宿泊事業者では海外OTA経由での予約を70パーセント以上の事業者が受け入れており他事
業者との比較において非常に高いことがうかがえる。

Q14:インバウンドをどこからの予約（予約チャネル）を通じて受入れていますか？以下よりあてはまるものを最大3つお選びください。（複数選択可能）

【インバウンドの予約チャネル】

49%

41%

24%

22%

14%

9%

7%

4%

4%

10%

58%

49%

30%

20%

19%

9%

7%

4%

3%

5%

日本の旅行会社、
旅行サービス手配業者

海外旅行会社

海外OTA
（オンライン・トラベル・エージェント）

旅行者本人

国内OTA
（オンライン・トラベル・エージェント）

企業（国内外）

政府・自治体・外郭団体・教育機関

観光協会、観光案内所

その他

分からない

第4回（n=908） 第5回（n=975）

13

チャネル 全体 旅行 輸送 宿泊
観光施
設・飲食

外国語
ガイド

旅行会社（日本） 58% 28% 77% 57% 75% 86%

旅行会社（海外） 49% 64% 23% 64% 50% 29%

海外OTA 30% 30% 7% 71% 15% 8%

旅行者本人 20% 19% 7% 11% 44% 16%

国内OTA 19% 10% 8% 42% 12% 17%

【事業者別（上位5チャネル）】
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インバウンド受入の課題（現在・将来比較）

• インバウンド受入の課題の現在・将来比較では将来の「オーバーツーリズム」への関心が現在よりも14ポイント高く、将来における
危機意識が高い。また、将来の「為替変動による影響」も関心が高い。

• 「人手不足や人材不足」は現在・将来ともに最大の課題であり、ほぼ同比率。

Q1５:現在、インバウンド受入に際して、「現在抱えている課題」はありますか。以下よりあてはまるものを最大5つお選びください。（複数選択可能）
Q19:今後、インバウンド観光客の受入をさらに伸長させていくにあたり、「将来、顕在化すると思われる課題」について、以下よりあてはまるものを最大5つお選びください。（複数選択可能）

【インバウンド受入の現在および将来の課題】
37%

22% 22% 22%
20%

17% 16% 15%
13% 12% 12% 12% 11% 10% 10% 10% 10%

9% 8% 8%
6% 5% 4%

7% 7%

38%
36%

17%

23%

17%

13%

19% 20%

8%

13%
16%

11%

15%

10%
8%

17%

9%

12%

8% 8%

13%

5% 4% 3%
5%

人
手
不
足
や
人
材
不
足

オ
ー
バ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム

(

混
雑
感
、
ポ
イ
捨
て
、
渋
滞
、

騒
音
，
地
域
住
民
へ
の
配
慮
等)

食
事
対
応

（ハ
ラ
ル
・ビ
ー
ガ
ン
・ア
レ
ル
ギ
ー
対
応
等
）

二
次
交
通
の
整
備

（自
動
運
転
・ラ
イ
ド
シ
ェ
ア
・観
光
型

M
a
a
S

 

等
）

外
国
語
対
応
ス
タ
ッ
フ
の
雇
用

多
言
語
イ
ン
フ
ラ
整
備

（パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、W

E
B

、
契
約
書
等
の
多
言
語
化
）

主
要
都
市
か
ら
地
方
へ
の
ア
ク
セ
ス

観
光
イ
ン
フ
ラ
整
備
（観
光
案
内
所
・ト
イ
レ
等
）

国
際
線
地
方
路
線
の
復
便
、

新
規
航
空
路
線
の
取
り
込
み

自
治
体
の
広
域
連
携
の
拡
大

通
訳
案
内
士
不
足
、
制
度
の
見
直
し

国
・政
府
の
支
援
、
官
民
連
携

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
対
応
へ
の
投
資
資
金
不
足

旅
行
商
品
流
通
体
制
・

販
売
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
・拡
充

為
替
変
動
に
よ
る
影
響

リ
ピ
ー
タ
ー
の
獲
得

各
市
場
に
沿
っ
た
訪
日
外
国
人
の
受
入
戦
略
の
構
築

観
光D

X

推
進
（多
言
語
音
声
ガ
イ
ド
、

ス
マ
ホ
対
応
、SN

S

の
活
用
等
）

新
規
コ
ン
テ
ン
ツ
の
発
掘

安
全
・医
療
・災
害
対
策

（災
害
対
応
・メ
デ
ィ
カ
ル
・救
急
体
制
）

電
子
決
済
対
応
（キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化
）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
・SD

G
s

へ
の
取
組

（LG
B

T
Q

・バ
リ
ア
フ
リ
ー
等
の

多
様
性
へ
の
対
応
を
含
む
）

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

効
果
的
な
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活
動

（イ
ン
フ
ル
エ
ン
サ
ー
の
活
用
や
リ
ピ
ー
タ
ー
取
込
等
）

現在（n=975） 将来（n=975）

14
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インバウンド受入の現在課題の時系列変化

• 現在の課題の時系列変化では第1回より全調査において最大の課題である「人手不足や人材不足」が7ポイント減少しており、解決
の方向に徐々に進んでいると推測される。

Q1５:現在、インバウンド受入に際して、「現在抱えている課題」はありますか。以下よりあてはまるものを最大5つお選びください。（複数選択可能）

【インバウンド受入の現在課題の時系列変化】
46%

27%

17%

23%
20%

23%

17% 17%
15%

10%
13%

11% 11%
13%

8%
10%

13%

8%

5%
7%
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37%

22% 22%
22%

20%
17% 16% 15%

13% 13% 12% 12% 11% 10% 10% 10% 10% 9% 8% 8%
6% 5% 4%

7% 7%

人
手
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や
人
材
不
足
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ツ
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リ
ズ
ム

食
事
対
応

二
次
交
通
の
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備

外
国
語
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応
ス
タ
ッ
フ
の
雇
用

多
言
語
イ
ン
フ
ラ
整
備

主
要
都
市
か
ら
地
方
へ
の
ア
ク
セ
ス

観
光
イ
ン
フ
ラ
整
備

効
果
的
な
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活
動

国
際
線
地
方
路
線
の
復
便
、

新
規
航
空
路
線
の
取
り
込
み

自
治
体
の
広
域
連
携
の
拡
大

通
訳
案
内
士
不
足
、
制
度
の
見
直
し

国
・政
府
の
支
援
、
官
民
連
携

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
対
応
へ
の
投
資
資
金
不
足

旅
行
商
品
流
通
体
制
・

販
売
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
・拡
充

為
替
変
動
に
よ
る
影
響

リ
ピ
ー
タ
ー
の
獲
得

各
市
場
に
沿
っ
た

訪
日
外
国
人
の
受
入
戦
略
の
構
築

観
光D

X

推
進

新
規
コ
ン
テ
ン
ツ
の
発
掘

安
全
・医
療
・災
害
対
策

電
子
決
済
対
応

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
・SD

G
s

へ
の
取
組

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

第4回（n=908）

第5回（n=975）

その他（自由記述）より一部抜粋
• 地政学リスクの影響
• 違法業者の取り締まり・法令順守
• 担当者の経験・知識不足 等

15
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インバウンド受入の将来課題の時系列変化

• 将来の課題の時系列変化では最大の課題である「人手不足や人材不足」をはじめ多くの課題で前回調査を下回っている。中でも
「自治体の広域連携の拡大」、「国・政府の支援、官民連携」が前回より10ポイント以上下がっている点が特徴的。

• 一方、「オーバーツーリズム」は前回調査より増加しており、「現在の課題」とは逆の動きを示している。将来における「オーバーツー
リズム」への危機感の高まりが現れていると推測される。

Q19:今後、インバウンド観光客の受入をさらに伸長させていくにあたり、「将来、顕在化すると思われる課題」について、以下よりあてはまるものを最大5つお選びください。（複数選択可能）

【インバウンド受入の将来課題の時系列変化】

44%

30%

25% 23% 20%

19%

7%

14%

27%
29%

15%
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13%

16%
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14%
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連
携
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支
援
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連
携

国
際
線
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路
線
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新
規
航
空
路
線
の
取
り
込
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安
全
・医
療
・災
害
対
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多
言
語
イ
ン
フ
ラ
整
備

各
市
場
に
沿
っ
た

訪
日
外
国
人
の
受
入
戦
略
の
構
築

通
訳
案
内
士
不
足
、
制
度
の
見
直
し

イ
ン
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ウ
ン
ド
対
応
へ
の
投
資
資
金
不
足

リ
ピ
ー
タ
ー
の
獲
得
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光D

X

推
進

新
規
コ
ン
テ
ン
ツ
の
発
掘

効
果
的
な
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活
動

旅
行
商
品
流
通
体
制
・

販
売
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
・拡
充

電
子
決
済
対
応

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
・SD

G
s

へ
の
取
組

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

第4回（n=908）

第5回（n=975）

その他（自由記述）より一部抜粋
• 地政学リスクの影響
• 地方における二次交通不足・公
共交通機関の減少

• 観光需要の偏在 等

16
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インバウンド受入課題の解決状況

• インバウンド受入課題の解決状況は、ほぼ前回調査と同様の傾向となっており、「依然として課題は未解決」の回答が過半数を超え
ている。

Q16:前問でインバウンド受入に際して「課題がある」と答えられた皆様へお伺いします。選択した課題は前年と比較するとどのような状況かお聞かせください。（単一回答）

【受入課題の解決状況】

2

26

57

10

6

2

26

61

8

3

選択した全ての課題は解決に向かっている
（全ての課題は解決に向かうものと想定している）

選択した課題の一部は解決に向かっている
（一部の課題は解決に向かうものと想定している）

選択した課題は依然として未解決課題として残っている
（6か月前とほぼ同じ状況である）

選択した課題はむしろ悪化している
（悪化するのではないかと危惧している）

選択した課題の解決に取り組む予定はない

第4回（n=850） 第5回（n=905）

17
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人材不足の要因

• 人材不足の要因としては「就職希望者が少ない」が前回より5ポイント増え最大の課題となった。

• 「インバウンド受入の経験者不足」「インバウンド対応人材の育成」等専門知識を持った人材不足の比率が前回より上昇した。

• 「待遇」「労働環境」といった項目は減少しており、より専門性の高い人材が不足していると推測される。

Q17:Q15で「人手不足・人材不足」とお答えいただいた皆様 へお伺いします。 「人手不足・人材不足」について、と考えられる要因について、以下よりあてはまるものを最大3つお選びください。（複数選択可能）

【人材不足の要因】

33%

27%

35%

26% 27%

15% 14%
9%

13% 14%
19%

6% 4% 4%

38%

31% 30% 30%
24%

14% 14% 14% 13% 13% 12%
6% 6%

3%

就
職
希
望
者
が
少
な
い

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
受
入
の
経
験
者
不
足

待
遇
（賃
金
、
福
利
厚
生
、
研
修
制
度
等
）

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
対
応
人
材
を
育
成
す
る

余
裕
が
な
い

労
働
環
境
（残
業
・休
日
出
勤
・シ
フ
ト
勤
務
等
）

観
光
業
界
の
魅
力
が
乏
し
い

資
金
不
足

外
国
人
社
員
や
ス
タ
ッ
フ
の
雇
用
が
不
十
分

（就
労
査
証
に
よ
る
制
約
等
を
含
む
）

離
職
率
が
高
い

人
口
一
極
集
中
、
過
疎
化
に
よ
る
労
働

人
口
不
足

流
出
し
た
人
材
が
戻
ら
な
い

（他
業
界
、
他
部
署
、
帰
国
等
）

知
名
度
が
低
い

シ
ニ
ア
世
代
の
活
用
不
足

そ
の
他

第4回（n=419）

第5回（n=365）

その他（自由記述）より一部抜粋
• 観光需要の変動による採用の難しさ
• 地方での人材確保困難
• 専門人材不足 等

18
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人材不足の職種

• 「営業・販売」が前回より5ポイント増え最大の課題となった。中でも旅行会社では66パーセントと他業種との比較においても非常
に高い。

• 「ドライバー・バスガイド」は前回より14ポイント減と大幅に減少しているものの輸送事業者の92％が「不足している」と回答をして
おり、依然として大きな課題となっている。

Q1８:Q15で「人手不足・人材不足」とお答えいただいた皆様へお伺いします。 「人手不足・人材不足」の職種としてあてはまる選択肢をすべてお選びください。（複数選択可能）

【人材不足の職種】

41%

34%

45%

36%

25%

15%

16%

22%

17%

12%

16%

9%

9%

3%

46%

33%

31%

29%

23%

21%

17%

16%

11%

10%

9%

7%

7%

4%

営業・販売

サービスフロントスタッフ

ドライバー・バスガイド

多言語対応スタッフ

マーケティング・商品企画・造成

調理スタッフ

調達・購買・仕入れ・手配

通訳案内士

事務（人事・総務・広報等）

メンテナンススタッフ
（清掃、施設メンテナンス、整備士等）

添乗員

コールスタッフ・電話応対スタッフ

IT技術者

その他

第4回（n=419） 第5回（n=365）

その他（自由記述）より一部抜粋
• ガイド人材不足
• 地域コーディネーター不足
• 専門的人材の不足 等

19

チャネル 全体 旅行 輸送 宿泊
観光施
設・飲食

自治体・
観光協
会・

DMO

営業・販売 46% 66% 32% 46% 51% 36%

サービスフロント 33% 21% 7% 79% 38% 21%

ドライバー・
バスガイド

31% 18% 92% 4% 8% 26%

多言語対応スタッフ 28% 33% 7% 21% 21% 69%

マーケティング・
商品企画・造成

23% 36% 5% 16% 17% 50%

調理スタッフ 21% 3% 1% 59% 42% 12%

調達・購買・仕入れ・
手配

17% 33% 3% 7% 17% 19%
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具体的に必要な国・政府の支援や官民連携

• 国・政府の支援や官民連携については「地方への誘客促進と広域連携強化への支援」「事業運営・拡大のための資金的支援および効
率的な補助金制度」の減少を除くと特徴的な点は見られない。自治体・観光協会の回答比率が前回調査より減少（合計で14％⇒
２％）している点が影響している可能性があると考えられる。

Q20:前問で「国・政府の支援、官民連携」とお答えいただいた皆様へお伺いします。貴組織・団体のインバウンド事業の推進において、国・政府の支援や官民連携として、特に重要だとお考えの具体的な施策や取組を最大3つお選びくださ
い。（複数選択可能）

【具体的な国・政府の支援や官民連携】
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金
的
支
援
お
よ
び
効
率
的
な
補
助
金
制
度

観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
販
売
チ
ャ
ネ
ル
構
築
に
対

す
る
支
援

訪
日
外
国
人
の
マ
ナ
ー
啓
発
・啓
蒙
支
援

二
次
交
通
の
整
備

（自
動
運
転
・ラ
イ
ド
シ
ェ
ア
・観
光
型

M
a
a
S

 

等
））

観
光
関
連
法
令
・制
度
の
整
備
・見
直
し

外
国
人
人
材
の
雇
用
・育
成

（特
定
技
能
制
度
の
活
用
・拡
充
等
）

通
訳
案
内
士
の
質
の
向
上
や
就
労
機
会

創
出
支
援

ビ
ザ
（査
証
）要
件
の
緩
和
・免
除
、

お
よ
び
入
国
手
続
き
の
円
滑
化

デ
ジ
タ
ル
を
活
用
し
た
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
・

情
報
発
信
強
化
の
た
め
の
支
援

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
導
入
に
よ
る
省
力
化
・

生
産
性
向
上
へ
の
支
援

脱
炭
素
・カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
取
組
支
援

そ
の
他

0 0

第4回（n=265）

第5回（n=146）

※観光人材の確保・育成、観光人材が携わる労働環境改善への支援、通訳案内士の質の向上や就労機会創出支援については、今回調査からの選択肢である。
20

そ
の
他



https://www.jata-net.or.jp

Copyright 2026 JATA  All right reserved

関心のある旅行・観光コンテンツ

• 旅行・観光コンテンツについては「高付加価値旅行」への関心が前回より13ポイント増と大きく増え関心の高さがうかがえる。

• 今回より選択肢に追加した「教育旅行」は「酒ツーリズム」「アドベンチャーツーリズム」より関心が高く全体でも4位となった。

Q22:現在、国内旅行、インバウンドを問わず、「新たに需要がうまれた、もしくは力を入れている」旅行・観光関連コンテンツ等ございますか。該当するものがあれば最大5つお選びください。（複数選択可能）

【関心のある・旅行・観光コンテンツ】

23%

16%
18%

12%
14%

10%

6%

10% 9% 8%
6%

4% 4%
1% 2% 2%

6%

34%

38%

22%
19%

17%
14% 12%

10% 9% 8% 8% 7%
6% 5% 5%

3% 2% 2% 1% 1%
4%

27%

高
付
加
価
値
旅
行

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム

ガ
ス
ト
ロ
ノ
ミ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム

教
育
旅
行

酒
ツ
ー
リ
ズ
ム

ア
ド
ベ
ン
チ
ャ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム

ア
ン
ダ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム

早
朝
観
光
、
ナ
イ
ト
タ
イ
ム
エ
コ
ノ
ミ
ー

ひ
と
り
旅

ス
ポ
ー
ツ
ツ
ー
リ
ズ
ム

ス
ノ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム

泊
食
分
離

農
泊

ヘ
ル
ス
・メ
デ
ィ
カ
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム

野
外
活
動
（グ
ラ
ン
ピ
ン
グ
等
）

ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン

ホ
ー
プ
（ダ
ー
ク
）ツ
ー
リ
ズ
ム

デ
ジ
タ
ル
ノ
マ
ド

オ
ン
ラ
イ
ン
コ
ン
テ
ン
ツ

そ
の
他

特
に
な
し

第4回（n=908）

第5回（n=1,096）

※教育旅行、ひとり旅、泊食分離については、今回調査からの選択肢である。

その他（自由記述）より一部抜粋
• 体験型観光（日本の伝統、寿司・たこ焼き作り）
• 地域交流型（伝統文化体験・生産者訪問・長期
滞在）

• メディテーション等
21
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第5次観光立国推進基本計画の認知度

• 第5次観光立国推進基本計画の認知度は34％に留まっており、観光関連事業者への一層の周知が必要と考えられる。

• 事業者別では「自治体・観光協会・DMO」の認知度が７０％を超えており非常に高い。

Q23:2026年3月27日に閣議決定された第5次観光立国推進基本計画（※）についてご存じですか。（単一回答）

【第5次観光立国推進基本計画の認知（N=1,096）】

34%

66%

知っている

知らない

22

40% 40%

21%

73%

60% 60%

79%

27%

旅行会社

知っている

知らない

宿泊事業者 輸送事業者 自治体+観光
協会+DMO

【業種別第5次観光立国推進基本計画の認知（N=1,096）】
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35%

18%

13%

12%

11%

8%

3%

観光客の戦略的な誘客と
住民生活の質の確保との両立に取り組む地域数

訪日外国人旅行者の地方部における延べ宿泊者数

訪日外国人旅行消費額

訪日外国人旅行者に占めるリピーター数

訪日外国人旅行者数

訪日外国人旅行消費単価

国際会議の開催件数

第5次観光立国推進基本計画のインバウンド目標

• 第5次観光立国推進基本計画における７つのインバウンド目標の重要度については「観光客の戦略的な誘客と住民生活の質の確保
との両立に取り組む地域数」を挙げる意見が最大となった。

• 「訪日外国人旅行者数」は全体の５番目となり量よりも質を求める傾向が高いと推測される。

Q24:最新の第5次観光立国推進基本計画では様々な施策が検討されていますが、日本のインバウンド施策として重要だと思われる目標はどれだと思いますか。（単一回答）

23

【インバウンド施策として重要な目標(N=1,096)】

目標 全体 旅行 輸送 宿泊
観光施
設・飲食

外国語
ガイド

自治体・
観光協

会・DMO

戦略的誘客と
住民生活の質の
両立地域数

35% 37% 37% 25% 31% 51% 30%

地方部延べ
宿泊数

18% 17% 13% 35% 9% 13% 25%

旅行消費額 13% 13% 11% 11% 17% 9% 19%

リピーター数 12% 13% 15% 11% 10% 13% 6%

旅行者数 11% 10% 16% 8% 18% 9% 4%

旅行消費単価 8% 7% 5% 8% 13% 3% 15%

国際会議の
開催催件

3% 3% 2% 3% 2% 3% 2%

【事業者別】
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テーマ 主な意見の内容 意見の多い事業者 頻度

1. 地方誘客と地域分散

・東京・京都・大阪の「一極集中」から地方への分散を強力に推進すべき
・地方空港の活用（チャーター便等）や利便性向上
・地方の宿泊施設への補助制度や設備改修（和室からベッドへの変更等）の支援
・地域ならではの体験型コンテンツの開発と、SNS等での発信強化

旅行会社、宿泊事業者、
自治体、観光協会

非常に多い

2. 持続可能な観光・
オーバーツーリズム対策

・「量」から「質」への転換を図り、旅行消費額を重視すべき
・地域住民の生活圏との調和、マナー啓発（ゴミ問題や騒音対策）の徹底
・特定の地域・時期への集中を避けるため、休暇の分散や平日旅行へのインセンティブ
が必要

旅行会社、宿泊事業者、自
治体、輸送事業者、外国語
ガイド

非常に多い

3. 観光人材（ガイド）の確保
と制度改善

・通訳案内士試験が難しすぎるため、容易化して資格者を大幅に増やすべき
・無資格ガイド（非ライセンス）によるマナー違反や違法行為の取り締まり強化
・ガイドの労働環境（低賃金、長時間労働）の改善と、専門性への正当な報酬

外国語ガイド、旅行会社、
宿泊事業者、DMO

多い

4. インフラ・二次交通の
整備

・地方における二次交通（タクシー、バス、自動運転等）の課題解決が不可欠
・キャッシュレス決済の導入支援や、公共交通機関の利便性向上
・大型バスの乗降場所の整備
・多言語サイネージの充実や、DXによる人手不足の解消

旅行会社、輸送事業者、
宿泊事業者、観光施設

多い

5. 制度・税制・法規制の
見直し・取り締まり強化

・訪日短期観光査証（ビザ）の申請簡素化
・旅行業法を海外OTAとの競争環境に合わせて改定すべき
・免税制度の廃止または見直し
・白タクや違法バス会社に対する厳格な取り締まり
・外国人向けの「入国税」や「環境整備税」などの新たな課税制度の検討

旅行会社、輸送事業者、
外国語ガイド、宿泊事業者

多い

6. 国内旅行・教育旅行の
振興

・インバウンドだけでなく、日本人旅行者の需要掘り起こしが必要
・物価高騰に伴う修学旅行への支援や、ラーケーションの推進

宿泊事業者、旅行会社、
その他非営利活動法人

中

7. DMOの役割と評価
・DMO、観光連盟、行政の役割区分を明確にし、予算配分を再検討すべき
・DMOの登録数を増やすだけでなく、実効性を厳格に評価すべき

旅行会社、観光協会、DMO 中

第5次観光立国推進基本計画への意見

Q25:インバウンドに限らず第5次観光立国推進基本計画の目標達成にあたり、行うべき施策やご意見について教えてください。

• 第5次観光立国推進基本計画への意見を自由記述で求めたところ、２００件近い意見が寄せられた。テーマごとの主な意見は下記
の通り。
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コスト上昇による価格への反映について

• コスト上昇分の価格への反映は前回よりも低くなっており、さまざまな要因で価格への反映に踏み切れない事業者が多いことが推
測される。

Q26:現在、物価の上昇（高騰）等により、前年比で全般的に様々なコストが上昇していますが、貴社・貴組織・団体は、概ねどの程度コスト上昇に関して、価格への反映ができていますか？（単一回答）

【価格反映状況】

22%

3%

17%

42%

11%

2%

1%

26%

5%

20%

39%

7%

1%

3%

現在、価格への反映は実施していないが、今後検討する

当面価格への反映を実施する予定はない

価格への反映は難しい

100%～119%

120%～139%

140%～159%

160%～179%

180%～199%

200%以上

その他

0

0

0

第4回（n=636） 第5回（n=719）

その他（自由記述）より一部抜粋
• 価格転嫁が困難
• コスト増を吸収中
• 取引先との調整が課題 等

25
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価格反映理由

• コスト上昇分の価格への反映理由は「仕入れ価格の上昇」「人件費改定」が2大要因でありそれぞれ前回より6ポイント、10ポイント
増加した。

Q27:価格への反映をするに至った理由についてお聞かせください。 （複数選択可能）

【価格反映理由】

75%

59%

35%

24%

20%

13%

4%

81%

69%

31%

29%

24%

15%

4%

仕入価格（物価）の上昇

人件費改定（賃上げ・要員増）

市場価格（需給バランス）に応じて

水道光熱費の上昇

商品・サービス内容の改良

設備投資（IT・WEBシステムの拡充を含む）

その他

第4回（n=353） 第5回（n=337）

その他（自由記述）より一部抜粋
• 公示運賃の改定
• 過度なインフレへの先行対応 等

26
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国際園芸博覧会への取組状況と影響

• 国際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027）への取組については検討中・検討予定を合わせて31％となった。

• 関東への拠点の有無で大きく差が出ており「拠点がある」場合は検討中・予定が42％、「拠点がない」場合は22％となっている。

• インバウンドへの影響については「インバウンド受入人数の増加」が最も期待されているが「効果がない・限定的」という回答も
３６％となっている。

Q28:2027年3月から開催予定の国際園芸博覧会に向け、貴組織・団体で検討している取組・施策はありますか。（単一回答）
Q29:国際園芸博覧会は、インバウンド観光を取り巻く社会動向の変化と関連して、貴組織・団体の事業にどのようなポジティブな影響をもたらすと想定されますか。（複数選択可能）

【国際園芸博覧会への取組状況】

インバウンド受入人数の増加

新たな観光コンテンツ・体験プログラムの開発と多様化

国際的な注目度向上による
日本全体の観光ブランド力強化

サステナブルツーリズム（持続可能な観光）
への意識向上と対応促進

交通インフラの拡充と利便性向上

地域間の広域連携および観光地の分散化促進

デジタル化・DX推進の加速

観光関連産業における人材の確保・育成
および労働環境改善の進展

事業に特段の効果はない/効果は限定的である

35%

26%

19%

14%

12%

12%

6%

5%

36%

11%

20%

34%

35%

【国際園芸博覧会のインバウンドへの影響(N=975)】

検討している取組・施策がある

まだ検討していないものの、取組・施策は検討する予定である（検討したい）

取組・施策を検討しておらず、今後も検討する予定はない

開催時期・規模・開催地などについて認知していなかった

27

15%

25%

29%

31%

【全体（N=975）】 【関東に拠点あり（n=477）】 【関東に拠点なし（n=498）】

16%

39%

39%

6%

※関東に拠点あり：JATA関東支部（茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県・長野県・新潟県）に
回答者の営業拠点がある事業者
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訪日教育旅行の実施状況

• 訪日教育旅行の受入については「積極的に受け入れている」「限定的に受け入れている」の合計が34％となっている一方、「実施予
定はなく、関心もない」が30％と二分化されている。しかしながら「実施したことはないが、受入を検討したい」を加えるとポジティ
ブな意見が53％と過半数を超えることからも、将来的な関心は高いと推測される。

Q30:貴組織・団体における訪日教育旅行（海外の学校・学生の受入）の実施状況について、最も近いものをお選びください。（単一回答） ※長期受入（１ヵ月以上の交換留学生の受入などは除く）

【訪日教育旅行の実施状況（N=1,096）】

18%

16%

9%

8%

19%

30%

現在、積極的に受け入れている

限定的に受け入れている

過去に実績はあるが現在は実施していない

検討したことはあるが実施していない

実施したことはないが、受入を検討したい

実施予定はなく、関心もない

28
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訪日教育旅行の課題

• 訪日教育旅行の課題は「通訳・ガイドの確保支援」、「地域内の受入体制（学校・施設）の整備」が32％の同率で最大の課題となって
いる。人材の確保、受入環境の整備等様々な課題を解決していくことが訪日教育旅行の受入拡大につながると推測される。

Q31:訪日教育旅行の受入拡大にあたり、課題は何と考えますか。最大3つまでお答えください。（複数選択可能）

【訪日教育旅行の課題（N=1,096）】

32%

32%

29%

24%

24%

21%

19%

17%

13%

9%

4%

通訳・ガイドの確保支援

地域内の受入体制（学校・施設）の整備

受入費用に対する補助制度の充実

海外教育機関とのマッチング支援

受入プログラムの標準化・パッケージ化

収益確保の仕組み（価格設計等）

受入マニュアル・ガイドライン整備

安全管理・保険制度の整備

他自治体との連携（広域周遊を促す）

相互交流の仕組み（受入だけでなく、日本からの派遣等）

その他

その他（自由記述）より一部抜粋
• 地域での受入体制整備不足（宿泊施設・受入施設）
• 食事対応（宗教・アレルギー・嗜好） 等

29
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ツアーオペレーター品質認証制度の認知度

• ツアーオペレーター品質認証制度の認知度についてはほぼ前回と同様の結果となっている。

• 同制度の認知度については旅行会社とそれ以外の事業者で大きな差があり、旅行会社以外の事業者への認知度を上げることが喫
緊の課題と考えられる。

（単位：%）

Q21:ツアーオペレーター品質認証制度（*注）についてあてはまるものをお選びください。（単一回答）

【ツアーオペレーター品質認証制度の認知】

8%
5%

37%

50%

8%
5%

34%

53%

すでに認証を受けてい
る、活用したことがある

認証を検討している、
活用を検討している

名前を聞い
たことがある

知らない

第4回（n=1,107） 第5回（n=975）

30

28%

10%

39%

23%

旅行会社（n=241） 旅行会社以外（n=734）

（単位：%）
【ツアーオペレーター品質認証制度の認知度】

（旅行会社/旅行会社以外）

すでに認証を受けている、活用したことがある

認証を検討している、活用を検討している

名前を聞いたことがある

知らない

2% 3%

33%

63%
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